





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































0 0 0 0
思えば
0 0 0
、経済面では最も周到に原発のメリット・デメリットを考えていたリー
ダー格の有沢でさえ、「総合エネルギー政策」を言うにしては見通しがあまり
にずさんで、一面的だった。それなのに、あの破局的な原発事故に至るまで、
どうしてそんな「甘い希望」にエネルギー政策全体が導かれ突き進んでしまっ
たのか、と本当に思わざるをえない。
　もっとも、有沢に即して事柄の推移を考えてきたここでは、そんな慨嘆とは
別に、これまでの考察からそこにある問題の一端は少し深くつかむことができ
るように思われる。
　福島の原発事故以来、多くの人々が資源エネルギーに関する原発依存の危険
性とその背景にある経済成長至上主義の限界を指摘するようになってきてい
る。確かにあの事故は、これまで右肩上がりの経済成長を変わらぬ目標にして
前につんのめるように進み、そのための前提として原発が不可欠だなどと言っ
てきたその議論を反省し、社会と生活の形そのものまで問い直す、重要な機会
になっている。有沢広巳の経済政策思想についても、それは同様である。見て
きたようにこの思想は、つねに技術革新に志向し、これを導き手として生産力
を高め経済成長を促して、それにより経済競争に打ち勝つ力を強化していこう
という、いわば「合理化された」経済成長主義に立っている。この思想的立場
から実際に経済政策の立案に参与した有沢は、再軍備に反対して「平和」を訴
え、産業構造政策により「雇用」の増大を求めるという点で日本社会党的な「左
翼」の政治的位置にいながら、実質的には保守政権を支えて戦後日本の経済成
長路線に重要な「寄与」をなしたのである。この有沢の「寄与」の内に原子力
発電の利用拡大があり、その結果が事故にもつながったということであれば、
その事故後の今日、それをリードした経済政策思想がまた問い直されねばなら
ないというのは間違いない。
　もっとも、本稿で有沢に即して見てきたことは、そのような経済成長主義の
ことだけではない。むしろ重要なことは、かつて市場と資源を求めて植民地拡
－ 68 －
張に乗り出した植民地帝国日本がその敗戦後に、戦時に作られた「高度化した
産業構成」のまま、あらためてその「市場問題」の解決を求めて動き出し、緊
張を高めアジア各地での熱戦に火をつけた「冷戦」状況を背景に、まずは「ア
メリカの援助」により、つぎに「朝鮮特需」により、そしてさらには「賠償特
需」によって、近隣の戦争と独裁に依存しつつそれを実際に「解決」してきた
歴史的過程のことであり、新たに継続する植民地主義のこの歴史的過程と戦後
日本の経済成長主義がセットになって作動してきたという歴史的事実である。
そして、この形で作動した経済成長主義が、「低廉」で供給の「安全」な「資源」
を求めて原発依存を不可避としてきたと見なければならないのである。
　そうであるのなら、この経済成長主義を問おうとするなら、それが前提とし
てきた戦後東アジアに継続した形の植民地主義をセットにして問わなければな
るまい。そして、それが作り上げてきた新たな形の帝国－植民地的な国際分業
関係、すなわち、アメリカと日本とアジア諸国を巻き込んだ植民地帝国的な経
済支配構造の全体が、それの動態と変容において問われなければならないので
ある。これは、「経済成長か自然保護か」などという、経済社会生活上の心構
えのレベルで語られる問題ではないし、また近年あらためて流行りだした「対
米従属か、自主独立か」などという、日米二国間の外交関係という枠組みで語
られうる問題なのでもない。それは、戦後東アジア全体を見渡して、国境を超
えた経済社会構造の総体を歴史的に問い直し作り直す、広い視野に立つ歴史・
社会構想の問題として考えられなければならないのである。
　有沢広巳の経済政策思想を追跡してきて、われわれは、ここでそのような問
題構成の見通しを得ている。
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